
真庭なりわい塾第６期 ９月講座

地域自治の未来

・・・・“自治力”が決める地域の未来・・・・

駒宮博男
（恵那市三郷町野井区 総務委員長・催事委員長・西組自治会長）



ちょっとだけ、情報提供（パキスタンの大洪水）
（写真は、Washington Postより）

国土の1/3が水没の危機！

4,000万人が被災し、路上生活に！
農業の90%以上が壊滅的！

「これは人間が作り出した大惨事。
誰かがその代償を払うことになる！」

（Nazir Sabirからのメッセージ）



今や、気候変動だけでなく、
コロナ、

ウクライナ問題に伴う経済危機、
更なる物価高騰と格差拡大・・・

しかし、「急がば回れ」で、
今後間違いなく必要になるのが、
今日のテーマ「地域自治」です！



そもそも、自治とは何でしょう？
（私がやってる自治会の役員は、あまり参考にならない！）

隣同士で相談！



では、自治の反対概念は？
（隣の人と相談！）



では、
あなたは自治に参加していますか？

（そもそも、自治に参加するって、どういうことだろう？）

（隣同士で相談！）



ところで、皆さんの日常生活で、
「自己決定」している範囲はどれだけありますか？

もしかしたら、皆さんが感じるモヤモヤの大部分は、
他人・外部が皆さん個人の自由（決定権）を束縛しているからかも？

過去のなりわい塾生に共通するマインドは、
多分この辺りでは？



自治とは何か？
• 決定権を取戻す！
• 自らの行動に関して（★）
・食、エネルギー、水等のライフラインを確保
・“幸せ”を求めることを他人任せにしない！

• 地域の活動に関して（共有財産の共有管理）
・（★）は、個人では出来ない、あるいは非効率的な場合
、地域で行う
（特に日本の場合、水田（用水等）の共有財産がある）

・地域の結束＝人と人の強力な関係性が基盤
（持続性を保つには、人と自然の関係性も重要）

• 自治の範囲は（民主主義が成り立つ範囲？）？
・地形、歴史等によるが、概ね300人〜3,000人



「地域コミュニティーと自治」概略

• 「つとめ」とは何か？

• 自治の原則＝「補完性の原則」とは

• 地域の自治を振り返る
・「祭り」は地域にとってどういう意味があるか？
・昭和３０年位までは確実にあった「自治」

• 自立的経済の再構築は可能か？
・地域経済の現状（ほぼ外部依存型）
・エネルギーの地域内地産地消はどこまで可能か？
（循環型経済＝関係性復活型経済）
・教育、医療、福祉はどこまで可能か？
・食の地域内循環を考える



「つとめ」とは何か

・・・・「つとめ」の集合が「自治」をつくる・・・
・



今でも残存する地域組織と「つとめ」

一部を除いて、基本的に無償
場合によっては、お金がかかることも・・・・

これが自治の基本
単位（隣組）



コミュニティーの基本は隣組（班）
• 上納常会（月１回から、年３回へ縮小）
・以前は、NTT料金まで！
・市役所から３％位還付金が帰ってくる仕組みがあった）

• 祭り
・「祭当番」（お稲荷様、金比羅様、八幡様・・・・）
・3年前は“祭当番”で、私も笛を吹きました！

• 冠婚葬祭等
・葬式、結婚式、出産、病気見舞、退院祝い・・・・

• 贈与経済
・玄関に栗が一袋！（誰だか不明！！）
・茗荷をバケツ２杯！！ スイカ20個！！！

• 道路清掃等
・彼岸道づくり（年２回）、町内一斉清掃、河川清掃・・・・・

• 防災
・ここのところ、ゲリラ豪雨対策（一昨年9月に１回避難！）
（夕刻、消防団の若いお兄さんが助けにきてくれたらしい！）



皆さん、知ってますか？
自治の基本＝「補完性の原則」

10数年前（平成の合併前）から主張しているが、
未だ実現しない基本原理・・・・・

“愛知県市町村合併推進要項”にも明記されていた！



補完性の原則による地方自治とは



補完性の原則/逆補完性の原則



自治を失った歴史を探る

今でも明治期のコミュニティー意識が僅かに残存
昭和30年までは確実にあった「地方自治」



我が国のコミュニティー（村）の歴史

• 明治中期まで：「自然村」：中和村は合併するまでは自然村？？
町村数は1888年（明治21年）末の71,314
生活の場となる共同体
（生きる為の資源がワンセット全て揃っている）

• その後の「行政村」（明治政府による小学校区）
1889年（明治22年）末には15,820

• 紀元2600年（1940年（昭和15年）の合併
市数200、町村数10,476

• 昭和の大合併（新制中学校区）
1961年（昭和36年）には3,472

• 平成の大合併（行政の効率化？？？）
2010年（平成22年）3月末の時点で、市町村の数は1,727



自治体数と自治体平均人口の推移

自治体数は、
急激に減少

自治体規模は
急激に拡大



自治体数の変遷

この位がちょうどいい感じ
？

大きすぎ！

ここで、崩れた！！



自治があった時代をもう一度振り返る



昭和8年の吉里吉里を
もう一度振り返る



大槌町吉里吉里に見る住民自治の歴史

（2011年10月20日 澁澤寿一氏よりコピーを入手）

津波があったのは３月３日
僅か４ヶ月で復興計画作成



要旨に書かれている重要な言葉

共存共栄、「自己中」を許さないという堅い決意！



復興委員名簿（知っている人がいっぱい！）

曾祖父等、知っている名前がずらりと並ぶ！



復興計画だけでなく、
例えば、

エネルギー自治は昔からあった！



岐阜県恵那市の電力事業

• 福沢桃介によるダム式水力発電
・当初、名古屋に送電計画

⇒ 名古屋に拒否され？大阪に送電（関電の前身）
・想定外の予算オーバーで、海外から資金調達！

• 各地の、「村単位」の電力事業
・三郷町：「三郷電力」

一部の集落が水車による発電事業を開始（10数戸）
村議会で、電力の全戸送電を計画
「三郷電力」の誕生（送電会社！）

・東野町：「小野川発電所」（大正13年から創業、14戸、僅か1kW）
昭和35年まで使用！！
（伊勢湾台風で発生した風倒木処理の利益で中部電力へ）



何時までエネルギー自治が可能だったか

• 学制が新制へ、と同時に大合併（昭和の大合併）

• それ以前の地域は・・・・
・例えば恵那の場合・・・・
昭和29年に「旧恵那市」が誕生
それまでは、町村が基礎自治体
私の住む三郷町は、「三郷村」
⇒ 「三郷村」の上部組織は、岐阜県
⇒ ほぼ全ての自治は、「三郷村」で！

その典型が、電力に見られる！！
・豊田市郡部、真庭市中和では・・・・・
平成の大合併までは、町村が自治の基盤



大正末期〜昭和初期の電力事業から何が分かるか？

• 発想から実現までの意思決定の速さ
◆現在、なぜ意思決定が遅いのか

地方自治でなく、中央集権だから？
・発想⇒計画⇒資金調達

⇒許可取得 ⇒ 営業開始！
・基本的には合議制により意思決定

⇒ 「自治」を基盤とした電力普及

• 電力に対する強い欲求
・各戸、裸電球１つ
⇒ 子どもが夜勉強できるように！

（ミャンマーでの調査結果と一致！）



ということで、

自治は新しい姿ではなく、

「リバイバル」です！！



日本だけでなく、
ちょっとだけヨーロッパを見てみよう



段階的な地方政府の枠組み（国によって違う）



EU各国の人口、自治体平均人口

《EU基礎自治体の特徴》

・住居可能地域が少ない
北欧周辺を除けば、基礎
自治体はかなり小さい。

・ほぼ全土に補完性の原
則が行き渡っている。



（補）アメリカの基礎自治体
• ノース・キャロライナ州デルビュー：人口16人
・野犬が鶏を襲うという事件が勃発
・州法では、野犬を撃つことは禁止
・「野犬を撃つ権利だけを規定した憲章」を持つ自治体を結成！

• ほぼボランティアの市長・市議
・人口35,000人以下 ：300＄/月以下（３万円以下）
・人口35,000〜50,000人 ：400＄/月以下
・人口50,000〜75,000人 ：500＄/月以下
・人口70,000〜150,000人 ：600＄/月以下
・人口150,000〜250,000人：800＄/月以下
・人口250,000人以上 ：1,000＄/月以下（10万円以下）

• アメリカの自治体数
・人口約３億人で、自治体数約85,000！
・日本は、人口約1.2億で、基礎自治体数約1,700！！



グラフにすると・・・・

70,000

65,000

60,000

55,000

50,000

125,000,000

日本

世界的に見ると、日本は異常とも思える中央集権国家



ご清聴有り難うございました！

自治、意思決定、民主主義・・・、

皆さんが抱えている？モヤモヤの中身、

これを機会に考えてみてください！

実は、いま多くの人が望んでいることは、
安心・安全な食とエネルギーの確保！

「自給」や、「買うからつくる」という発想は、
生活の基礎に関して「自己決定したい！」という願望の現れ？

これが、「自治」の基本です！！


